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第６章 復旧・復興対策 

大規模な災害からの復興にあたっては、被災者、

被災地の住民のみならず、市民全体が協力しそれぞ

れの役割を担っていくことが不可欠となります。 

また、復旧の段階から、単なる復旧を行うのでは

なく、未来を見据えた創造的復興を目指していくこ

とが重要です。 

そこで、災害後の迅速な復興対策が推進できるよ

う、あらかじめ復興の考え方や復興対策の内容を整

理し、一日も早く平常の生活に戻ることを目的とし

ます。 
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第４ 医療救護活動 

市は、負傷者の応急措置について、県、医療関係団体等に対して救護班の現地派遣を要

請します。 

また、県及び日本赤十字社神奈川県支部は、必要に応じてその他の救援救助対策を実施

します。 

第５ 災害広報の実施 

市は、県、防災関係機関及び関係事業者と連携し、適切かつ迅速な広報活動を実施しま

す。 
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第１節 予防対策 

 

鉄道における列車の衝突等による多数の死傷者等の発生といった鉄道災害に対する対策につ

いて、必要な事項を定めます。 

第１ 情報の収集・連絡 

１ 災害情報の収集・伝達体制の拡充 

市は、鉄道災害時の情報通信手段について、県及び防災関係機関との情報の収集・連絡

体制の整備を図るとともに、災害情報受伝達体制を強化します。 

２ 通信手段の確保 

市は、鉄道災害時の情報通信手段について、平常時よりその確保に努め、無線設備の点

検を定期的に実施するとともに、非常通信の取扱い、機器の操作の習熟等に向け、防災関

係機関との連携による通信訓練に積極的に参加します。 

第２ 消防活動 

 １ 救助・救急活動 

   市は、平常時から鉄道事業者との連携を図り、救出・救助体制の整備に努めます。 

 ２ 消火活動 

鉄道事業者は、列車火災等による被害の拡大を最小限に留めるため、初期消火のための

体制の整備に努めます。 

また、鉄道事業者は、事故災害発生直後における旅客の避難時のための体制の整備に努

めます。 

第３ 医療救護活動  

市は、県及び防災関係機関と調整のうえ、神奈川県医療救護計画に基づき医療救護活動

体制の確立に努めるともに、救護活動に必要な医薬品等の整備に努めます。 

第４ 鉄道事業者の措置 

１ 保安対策 

橋りょう、高架橋、ずい道等構造物の点検補修を行うほか、CTC 装置(PRC 付加)の導入な

どにより、運転保安度の向上を行います｡ 

また､踏切道の立体化を推進するとともに、次の保安装置等を装備することにより、事故

の未然防止に努めます。 

(1) 自動列車停止装置（ATS） 

信号機が停止信号の場合、接近する列車の運転台に警報を表示し、自動的に列車が停

止する機能です。 

(2) 自動列車制御装置（ATC） 

走行列車の位置によって、後続列車の運転台に速度信号が表示され、自動的に速度を

制御できる機能です。 

(3) 列車無線装置 

走行中の列車と地上で運行管理をしている輸送指令室及び駅と無線で連絡できるもの

で、列車の安全運行に必要な情報を相互に連絡・収集できます。 

(4) 障害物検知装置 

踏切内に列車の進行を妨げる障害物があると、発光信号により、運転士に危険を知ら

せます。 

 ２ 事故対策訓練の実施 

年１回事故想定訓練を実施するほか、車両火災予防運動、全国交通安全運動等各種運動

期間中、職場ごとで防災対策に必要な訓練を実施します。 
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３ 防災広報の充実 

災害発生に伴う混乱を防止し輸送力を確保するため、「防災の日」等を重点に、駅及び車

内放送設備並びに掲示器類により随時広報に努めます。 

４ 体制の整備 

鉄道事業者は、それぞれの計画に基づき、事故発生時の活動体制及び情報連絡体制を整

備します。  
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第２節 災害時の応急対策活動 

  

第１ 発災直後の情報の収集・連絡 

１ 鉄道事故情報等の収集・連絡 

【鉄道の事故発生時の連絡系統図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 鉄道事故発生による被害情報の収集・連絡 

(1) 鉄道事業者は、被災状況を関東運輸局、警察及び市へ連絡します。 

(2) 市は、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する情報を含め、

把握できた範囲から直ちに県へ報告します。 

 ３ 応急対策活動情報の連絡 

(1) 鉄道業者は、関東運輸局に応急対策等の活動状況を連絡します。 

(2) 市は、県に応急対策等の活動状況を報告し、応援の必要性等を連絡します。 

(3) 県は、自ら実施する応急対策の活動状況を市に連絡します。 

 ４ 県への報告 

市は、有線通信（加入電話）、防災行政通信網、災害情報管理システム等を利用し、県に

対して情報の伝達及び被害状況の収集報告を速やかに行います。 

第２ 災害対策本部の設置及び広域応援体制 

 １ 配備体制 

市は、鉄道災害の状況に応じて速やかに準備体制に入り、被害情報等の収集活動を行い、

その情報により動員体制の見直しや災害応急対策等を検討し、必要な措置を講じます。 

２ 災害対策本部の設置 

市長は、大規模な鉄道災害が発生した場合、災害応急対策を実施するため必要があると

認めるときは、災害対策基本法第２３条第１項に基づき、災害対策本部を設置します。 

また、市は、県に災害対策本部の設置状況等を報告します。 

 ３ 応援要請 

(1) 市は、鉄道災害が発生し、または発生するおそれがあるときは災害応急対策を実施し

ますが、災害応急対策を実施するために必要があると認めるときには、消防相互応援協

定等に基づき、県知事に対し、応援要請または災害応急対策の実施を要請し、もしくは

他市町村長に対し応援要請を行います。 

(2) 市は、応援部隊等の配置を迅速かつ円滑に実施し、被害の軽減を図ります。 

 ４ 自衛隊の災害派遣 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県に対して自衛隊の派遣要

請を求めます。 

この場合市は、必要に応じてその旨及び市域の災害状況等を防衛大臣または地域担任部

隊の長に通知します。 

また、市は、県への自衛隊派遣要請の要求が、連絡不能で出来ない場合には、直接防衛

大臣または地域担任部隊の長に災害状況等を通知します。なお、この通知をしたときは、
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速やかにその旨を県に通知します。 

第３ 消防活動 

１ 救助・救急活動 

(1) 鉄道事業者は、事故災害発生直後における負傷者の救助・救急活動を最優先とし、続

発事故の防止に万全の措置を講じるとともに、迅速に県警察及び消防機関に出動、救援

を要請します。 

(2) 市及び警察は、鉄道事業者と連携し早急に被災者及び被害状況の把握に努めるととも

に、軌道敷内等の安全を確保し、人命救助の必要があるときは救出救助活動を行い、救

出された被災者を医療機関へ搬送します。 

(3) 市及び警察は、鉄道災害が発生し、被害が拡大するおそれがある場合には、立入禁止

区域を設定するとともに、地域住民等に対する避難誘導を迅速に実施します。 

(4) 市は、多数傷病者が発生したときは、傷病者のトリアージ、医師の現場派遣を要請す

る等医療機関と連携した救急活動を行うよう努めます。 

 ２ 消火活動 

(1) 鉄道事業者は、事故災害発生直後における初期消火活動を行うよう努めるとともに、

消火活動を実施する各機関に可能な限り協力するよう努めます。 

市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行います。 

第４ 医療救護活動 

市は、負傷者の応急措置について、県、医療関係団体等に対して救護班の現地派遣を要

請します。 

また、県及び日本赤十字社神奈川県支部は、必要に応じてその他の救援救助対策を実施

します。 

第５ 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

１ 鉄道事業者は、事故災害が発生した場合には、他の路線への振替輸送、バス代行輸送等

代替交通手段の確保に努めるものとし、被災していない関係鉄道事業者においては、可能

な限り、代替輸送について協力するよう努めます。 

２ 市は、警察と連携し、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施しま

す。 

第６ 災害広報の実施 

市は、県、防災関係機関及び関係事業者と連携し、適切かつ迅速な広報活動を実施しま

す。 
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第１節 予防対策 

 

道路構造物の被災等により多数の死傷者等の発生といった道路災害に対する対策について、

必要な事項を定めます。 

第１ 道路の安全確保 

１ 道路交通の安全のための情報の充実 

(1) 道路管理者は、道路施設等の異常を迅速に発見し、速やかな応急対策を図るために、

情報の収集、連絡体制の整備を図ります。 

また、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に、道路使用者にその情報

を迅速に提供するための体制の整備を図ります。 

(2) 警察は、道路交通の安全のための情報の収集、連絡体制の整備を図ります。 

また、異常が発見され、災害が発生するおそれがある場合に、道路利用者に交通情報

を迅速に提供するための体制の整備を図ります。 

 ２ 道路施設等の整備 

(1) 道路管理者は、道路施設等の点検を通じ、道路施設等の現況の把握に努めます。 

(2) 道路管理者は、道路における災害を予防するため、必要な施設の整備を図ります。 

道路管理者は、道路施設等の安全を確保するため、必要な体制等の整備に努めます。 

第２ 情報の収集・連絡 

１ 災害情報の収集・伝達体制の拡充 

市は、道路災害時の情報通信手段について、県及び防災関係機関との情報の収集・連絡

体制の整備を図るとともに、災害情報受伝達体制を強化します。 

２ 通信手段の確保 

市は、道路災害時の情報通信手段について、平常時よりその確保に努め、無線設備の点

検を定期的に実施するとともに、非常通信の取扱い、危機の操作の習熟等に向け、道路管

理者等の防災関係機関との連携による通信訓練に積極的に参加します。 

第３ 消防活動 

１ 救助・救急活動 

市は、平常時から防災関係機関との連携を図り、救助・救急体制の整備に努めます。 

また、市は、救助工作車、救急自動車等の車両及び応急措置の実施に必要な救助・救急

用資機材の整備に努めます。 

 ２ 消火活動 

市は、平常時から防災関係機関との連携を図り、火災に備えた消防体制の整備に努めま

す。 

第４ 医療救護活動 

市は、県及び防災関係機関と調整のうえ、神奈川県医療救護計画に基づき医療救護活動

体制の確立に努めるとともに、救護活動に必要な医薬品等の備蓄に努めます。  
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第２節 災害時の応急対策活動 

  

第１ 発災直後の情報の収集・連絡 

１ 事故情報等の収集・連絡 

(1) 市は、道路構造物の被災等により大規模な事故が発生した場合、速やかに県に連絡し

ます。 

(2) 県は、把握している情報及び国土交通省から受けた情報を、関係市町村、関係機関等

へ連絡します。 

 ２ 道路災害発生による被害情報の収集・連絡 

市は、人的被害の状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する情報を含め、把

握できた範囲から直ちに県へ報告します。 

３ 応急対策活動情報の連絡 

(1) 市は、県に応急対策等の活動状況を報告するとともに、応援の必要性等を連絡します。 

(2) 県は、自ら実施する応急対策の活動状況及び国土交通省から受けた情報を市に連絡し

ます。 

 ４ 県への報告 

市は、有線通信（加入電話）、防災行政通信網、災害情報管理システム等を利用し、県に

対して情報の伝達及び被害状況の収集報告を速やかに行います。 

第２ 災害対策本部の設置及び広域応援体制 

 １ 配備体制 

市は、道路災害の状況に応じて速やかに準備体制に入り、被害情報等の収集活動を行い、

その情報により動員体制の見直しや災害応急対策等を検討し、必要な措置を講じます。 

２ 災害対策本部の設置 

市長は、大規模な道路災害が発生し、災害応急対策を実施するため必要があると認める

ときは、災害対策基本法第２３条第１項に基づき、災害対策本部を設置します。     

また、市は、県に災害対策本部の設置状況等を報告します。 

 ３ 応援要請 

(1) 市は、道路災害が発生し、または発生するおそれがあるときは災害応急対策を実施し

ますが、災害応急対策を実施するために必要があると認めるときには、消防相互応援協

定等に基づき、県知事に対し、応援要請または災害応急対策の実施を要請し、もしくは

他市町村長に対し応援要請を行います。 

(2) 市は、応援部隊等の配置を迅速かつ円滑に実施し、被害の軽減を図ります。 

 ４ 自衛隊の災害派遣 

市は、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、県に対して自衛隊の派遣要

請を求めます。 

この場合市は、必要に応じてその旨及び市域の災害状況等を防衛大臣または地域担任部

隊の長に通知します。 

また、市は、県への自衛隊派遣要請の要求が、連絡不能で出来ない場合には、直接防衛

大臣または地域担任部隊の長に災害状況等を通知します。なお、この通知をしたときは、

速やかにその旨を県に通知します。 

第３ 消防活動 

１ 捜索、救助・救急活動 

(1) 市及び警察は、早急に被災者及び被害状況並びに道路状況を把握し、人命救助が必要

な時は、防災関係機関と協力し救出・救助活動を行い、救出された被災者を医療機関へ

搬送します。 

(2) 市及び警察は、道路災害が通行量の多い道路において発生した場合、その他被害が拡

大するおそれがある場合においては、立入禁止区域を設定するとともに、通行者、通行

車両等に対する交通規制及び避難誘導活動を迅速に実施します。 
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２ 消火活動 

市は、警察と連携し、速やかに道路事故に伴う火災の発生状況を把握するとともに、迅

速かつ的確な初期消火活動を行います。 

第４ 医療救護活動 

市は、負傷者の応急措置について、県、医療関係団体等に対して救護班の現地派遣を要

請します。 

また、県及び日本赤十字社神奈川県支部は、必要に応じてその他の救援救助対策を実施

します。 

第５ 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

１ 警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施します。 

２ 市は、警察と連携し、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施しま

す。 

第６ 災害広報の実施 

市は、県、防災関係機関及び関係事業者と連携し、適切かつ迅速な広報活動を実施しま

す。 
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第１節 予防対策 

 

原子力の利用、開発及び研究における指導及び監督は、防災対策を含めて原子力規制委員会

等の国の所管となっており、原子力基本法をはじめとする原子力関係法令により、国、関係事

業者等において対策が講じられていますが、放射性同位元素等（以下「放射性物質」という。）

による災害の特殊性を考慮し、その対策について必要な事項を定めます。 

 

第１ 安全確保 

１ 放射性物質取扱事業所等に対する指導 

(1) 市の指導 

市は、放射性物質に係る安全管理の確保を図るため、放射性物質取扱事業者及び運搬

事業者（以下「放射性物質取扱事業所等」という。）に対し、次の事項について指導しま

す。 

ア 消防設備の設置、施設・機械類の自主点検整備等、自主保安体制の整備 

イ 従業員に対する防災教育及び操作員の教育訓練の実施 

ウ 自主防災体制の強化 

エ 防火管理上必要な消防計画の整備及び事故発生時の応急措置訓練の実  施 

オ その他必要な事項 

(2) 警察の指示 

警察は、放射性物質取扱事業所等から放射性物質の運搬の届出を受けた場合において、

災害の防止及び公共の安全を図るため必要があると認めるときは、運搬の日時、経路、

その他必要な事項を指示します。 

 ２ 安全確保に関する協定等の締結 

市は、放射性物質取扱事業所等と次の事項を盛り込んだ安全確保に関する協定等を締結

し、災害対策の万全を期すよう努めます。 

(1) 放射性物質に係る安全確保の計画に関する事項 

(2) 事故発生時等の連絡通報体制に関する事項 

(3) 事故発生時等の応急措置に関する事項 

(4) その他必要な事項 

 ３ 放射性物質に関する教育及び知識の普及・啓発 

(1) 消防防災担当職員の教育 

市は、応急対策の円滑な実施を図るため、必要に応じ、県、国及び防災関係機関と連

携して、市関係職員に対し次の事項について教育を実施します。 

ア 放射性物質及び放射性の特性に関すること 

イ 放射線による健康への影響及び放射性防護に関すること 

ウ 緊急時に市民等がとるべき行動及び留意事項に関すること 

エ その他必要と認める事項 

(2) 市民に対する知識の普及・啓発 

ア 市は、応急対策の円滑な実施を図るため、必要に応じ、県、国及び防災関係機関と

協力して、市民に対し、放射性物質に関する知識の普及・啓発に努めます。 

イ 教育機関においては、防災に関する教育の充実に努めます。 

ウ 防災知識の普及・啓発に際しては、要配慮者に十分配慮し、地域において要配慮者

を支援する体制が整備されるよう努めます。 

(3) 普及・啓発の内容 

ア 放射性物質及び放射線の特性に関すること 

イ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること 

ウ 緊急時に市民等がとるべき行動及び留意事項に関すること 

エ その他必要と認める事項 
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